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株式会社ニレコによるミヨタ精密株式会社の吸収合併に係る事前開示 

（吸収合併存続会社：会社法 794 条第１項及び会社法施行規則第 191 条に基づく事前備置書面） 

（吸収合併消滅会社：会社法 782 条第１項及び会社法施行規則第 182 条に基づく事前備置書面） 

 

株式会社ニレコ（以下「吸収合併存続会社」といいます）は 2023年 12月 25日の取

締役会において、ミヨタ精密株式会社（以下「吸収合併消滅会社」といいます）は

2023 年 12月 25日の取締役会において、2024年４月１日を効力発生日とする吸収合併

（以下「本合併」といいます）を実施することを承認し、吸収合併契約を締結いたし

ました。よって、ここに本合併に係る事前開示をいたします。 

 

記 

 

1. 吸収合併契約の内容 

2023 年 12 月 25 日付で吸収合併存続会社と吸収合併消滅会社で締結した吸収合

併契約書は別紙１をご参照ください。 

 

2. 合併対価の相当性に関する事項 

吸収合併存続会社と吸収合併消滅会社は、完全親子会社の関係にあることから、

本合併に際して株式その他の金銭等の交付は行いません。 

 

3. 合併対価について参考となるべき事項 

該当事項はありません。 

 

4. 吸収合併消滅会社の新株予約権の定めの相当性に関する事項 

該当事項はありません。 



 

5. 計算書類に関する事項 

【吸収合併存続会社】 

(1) 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

吸収合併存続会社は、有価証券報告書及び四半期報告書を関東財務局に提出

しています。最終事業年度に係る計算書類等については、金融商品取引法に基

づく有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム（EDINET）により

ご覧いただけます。 

(2) 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等があるときは、

当該臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

(3) 最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財

産の状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容 

該当事項はありません。 

 

【吸収合併消滅会社】 

(1) 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙２をご参照ください。 

(2) 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等があるときは、

当該臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

(3) 最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財

産の状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容 

該当事項はありません。 

 

6. 債務の履行の見込みに関する事項 

 本合併後の吸収合併存続会社の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見込

まれます。また、本合併後の吸収合併存続会社の収益状況及びキャッシュフローの

状況について、吸収合併存続会社の債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在

のところ予測されていません。従いまして、本合併後における吸収合併存続会社の

債務の履行の見込みはあると判断しております。 

 

7. 事前開示開始日以降に上記事項に変更が生じたときは、変更後の内容をただちに開

示いたします。 

以 上 



別紙１





別紙２
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事業報告 
 
2022 年は、オミクロン株によるコロナ感染拡大、ロシアのウクライナ侵攻、国際商品相場
の高騰、上海ロックダウン、欧米のインフレ加速と景気悪化などにより、想定外の展開とな
った。日本経済に焦点を絞ると、年初から春先までは「まん延防止等重点措置」で欧米に比
べ脱コロナ／ウイズコロナで出遅れ、対ロシア制裁の影響による物価上昇が個人消費の回
復を遅らせた。その間、設備投資が堅調拡大を維持し景気を下支えした。 
 
夏場のコロナ感染拡大が収束した後はウイズコロナに移行、政府の支援策もあり個人消費
は持ち直すも、年末にかけては海外景気の悪化を受けてモノの輸出が減少。中国のゼロコロ
ナ政策も混乱要因となった。 
 
2023 年は、物価上昇と海外景気悪化という強い逆風に、コロナ感染再拡大や日銀の不透明
な金融政策という懸念材料が加わる中で、景気腰折れを回避し経済活動の正常化と安定成
長によるデフレからの完全脱却に挑戦する年となる。と、大手商社の経済清報紙では記して
いるが、当社に於いて、63 期部品の入手難の影響は未だ続いており、膨大な仕掛品を生ん
でいます。これは、発注点管理の問題と捉えています。 
数字的には、決議事項で詳細はご報告致しますが、前々期 62 期の 10 億円越えの受注に対
して、64 期 5 月時点で 62 期分で 1 億円が受注残、63 期を含めると、4 億 7 千万円の受注
残となった。しかし、前期比約 15％の改善となりました。 
 
売上は、前期比約 110％となりましたので、サプライチエーン問題も改善傾向にあると思い
ますが、62 期期末仕掛品棚卸高が、約 8 千 4 百万円増加で 63 期に突入している。63 期末
仕掛品棚卸高は約 1 千万円の増加に留めたが、64 期仕掛品の増加防止、削減対策は必須と
なる。 
新たな取り組みとして、63 期末ニレコヘの価格改定を申し込み、5 月ニレコ発注分から適
応頂きました。更に、労務単価の見直しも継続していく。 
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